
野迫川村の給与・定員管理等について 

 

１ 総括 

（１）人件費の状況（普通会計決算） 

区 分 
住民基本台帳人口 

（１７年度末） 

歳 出 額 

    Ａ 
実質収支 

人 件 費 

    Ｂ 

人件費率 

 Ｂ／Ａ 

（参考） 

１６年度の人件費率 

１７年度 
人 

６１５   

千円 

1,868,333 

千円 

23,261 

千円 

199,526 

％ 

10.7 

％ 

12.0 

 
（２）職員給与費の状況（普通会計決算） 

給   与   費 
区 分 

職員数 

  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費 

   Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 

一人当たり給与費 

１７年度 
人 

３３ 

千円 

87,730 

千円 

14,012 

千円 

31,920 

千円 

133,662 

千円 

4,050  

 

 
千円 

5,672  

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 

   ２ 職員数は、平成１７年４月１日現在の人数である。 

 
（３）特記事項 
  平成１７年度中抑制措置の状況 
   ①給料 給料月額１１％抑制 
   ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．１抑制 

     
（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在） 

 平成１３年度 平成１８年度 

野 迫 川 村 ９３．６ ８０．２ 

町村類型団体平均 ９９．０ ９５．０ 

全国町村平均 ９６．１ ９７．４ 

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準 

    を示す指数である。 

   ２ 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均 

    したものである。 

 

 

 

 

 



（５）給与改定の状況 

 ①月例給 

人事委員会の勧告 

区 分 民間給与 

Ａ 

公務員給与 

Ｂ 

格差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定率）

給与改定率 
（参考） 

国の改定率 

１８年度 
円 

－ 

円 

－ 

円

（ －％）

％

－ 

％ 

０ 

 

％

０ 

 （注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事院勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス 

比較した平均給与月額である。 

 

②特別給 

人事委員会の勧告 

区 分 民間の支給

割合  Ａ 

公務員の支

給月数 Ｂ 

格差 

Ａ－Ｂ 

勧告 

（改定月数）

年間支給月数 
（参考） 

国の支給月数

１８年度 
月 

－ 

月 

－ 

月

－ 

月

－ 

月 

２．０ 

 

月

４．４５ 

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給 

月数は」期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。 

 

２ 職員の平均給与月額、初任給等の状況 

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成１８年４月１日現在） 
  ①一般行政職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

野迫川村 ３７．７歳 ２５０，８００円 ２８６，５６３円 ２８２，３７８円 

奈良県 ４４．８歳 ３６９，６７８円 ４４９，８７５円 ４０８，２８３円 

国 ４０．４歳 ３２８，４７７円 － ３８１，２１２円 

類似団体 ４２．９歳 ３２２，０８１円 ３６１，１１８円 ３５１，０４０円 

 
  ②技能労務職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

野迫川村 ５０．９歳 ３０５，９１０円 ３２９，９１０円 ３２９，９１０円 

奈良県 ４６．４歳 ３５７，８６０円 ４１５，２７３円 ３８７，７１４円 

国 ４８．４歳 ２８６，５００円 － ３１８，５９５円 

類似団体 ４９．１歳 ２６０，６７８円 ２８１，２０３円 ２７４，５１６円 

民間事業者 

平   均 
５４．１歳 － ４１３，８８５円 － 

 



  ③医療職 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 
平均給与月額 

（国ベース） 

野迫川村 ５０．７歳 ３４２，６３０円 ３６９，２３０円 ３６９，２３０円 

奈良県 ３９．０歳 ３２８，４９４円 ３９８，２３７円 ３５５，３４７円 

国 ３７．６歳 ２９２，５４９円 － ３２５，２９０円 

類似団体 ４２．３歳 ３０５，６６９円 ３３４，２４４円 ３１３，５０８円 

（注）１ 「平均給料月額」とは、平成１７年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。 

   ２ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸

手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。    

また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務

等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものである。 

 

（２）職員の初任給の状況（平成１８年４月１日現在） 

区      分 野迫川村 奈良県 国 

大学卒 １５３，１８０円 １７３，２６４円 １７９，８００円 
一般行政職 

高校卒 １２４，５６０円 １３９，９４４円 １３８，８００円 

高校卒 １１９，３４０円 １３３，４７６円 － 
技能労務職 

中学卒 １０８，４０５円 １１７，７９６円 － 

大学卒 １６９，０２０円 － － 
医 療 職 

高校卒 － － － 

 
（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成１８年４月１日現在） 

区      分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

大学卒 ２２１，９７０円 ―    円 ２９４，７５０円 
一般行政職 

高校卒 ２１２，１３０円 ２３２，１７０円 ２６２，８４５円 

高校卒 －    円 －    円 ３０５，９１０円 
技能労務職 

中学卒 －    円 －    円 ― 

大学卒     －    円 －    円 ３４２，６３０円 
医 療 職 

高校卒 －    円 －    円 ― 

 
 
 
 
 
 
 



３ 一般行政職の級別職員数の状況 

（１）一般行政職の級別職員数の状況（平成１８年４月１日現在） 

区 分 標準的な職務内容 職員数 構成比 

１ 級 係員の職務 
人 

 ２ 

％ 

７．４ 

２ 級 
特に高度の知識又は経験を必要と

する業務を行う係員の職務 

人 

 １２ 

％ 

４４．４ 

３ 級 
１ 係長の職務 

２ 課長補佐の職務 

人 

 ９ 

％ 

３３．３ 

４ 級 
１ 課長の職務 

２ 参事の職務 

人 

 ４ 

％ 

１４．９ 

（注）１ 野迫川村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。 

   ２ 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。 

 
（２）昇給期間短縮の状況 

区          分 全 職 種 

職   員   数 
Ａ 

人 
  ３１   

普通昇給期間（12～24 月）を

短縮して昇給した職員数 Ｂ 
人 

０   
１７年度 

比      率 
Ｂ／Ａ 

％ 
 ０   

職   員   数 
Ａ 

人 
  ２７   

普通昇給期間（12～24 月）を

短縮して昇給した職員数 Ｂ 
人 

０   
１８年度 

比      率 
Ｂ／Ａ 

％ 
０   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



４ 職員の手当の状況 

（１）期末手当・勤勉手当 

野 迫 川 村 奈 良 県 国 

１人当たり平均支給額（平成１７年度） 

  １，０６８千円 

１人当たり平均支給額（平成１７年度） 

  １，９６４千円 
― 

（平成１７年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．００月分  １．２５月分 

 （１．６月分）（０．７月分） 

（平成１７年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．００月分 １．４５月分 

（１．６月分）（０．７５月分） 

（平成１７年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当 

３．００月分 １．４５月分 

（１．６月分）（０．７５月分） 

（加算措置の状況） 

な   し 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２０％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等による加算措置 

・役職加算 ５～２０％ 

・管理職加算 １０～２５％ 

 （注）（ ）内は、再任用職員に係る支給割合である。 

 
（２）退職手当（平成１８年４月１日現在） 

野 迫 川 村 国 
（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年  ２３．５ 月分 ２７．３ 月分 

勤続 25 年  ３３．５ 月分 ４１．３４月分 

勤続 35 年  ４７．５ 月分 ５９．２８月分 

最高限度額  ５９．２８月分 ５９．２８月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給    制度なし     ） 

１人当たり平均支給額 

         ９，７６７千円     

（支給率）   自己都合    勧奨・定年 

勤続 20 年  ２３．５ 月分 ３０．５５月分 

勤続 25 年  ３３．５ 月分 ４１．３４月分 

勤続 35 年  ４７．５ 月分 ５９．２８月分 

最高限度額  ５９．２８月分 ５９．２８月分 

その他の加算措置 

 定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算） 

（注） 退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 
（３）地域手当 
（平成１８年４月１日現在） 

支給実績（平成１７年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 

  こととしている。 

 



（４）特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（平成１７年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） ０ 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１７年度） ０  ％ 

手当の種類（手当数） ２    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

野迫川村税事務従事手当 村税事務従事職員 村税事務 給料月額の 100 分の 10 

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
（５）時間外勤務手当 

支給実績（平成１６年度決算） ４，０４０千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） １５５千円 

支給実績（平成１７年度決算） １，６６３千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） １１９千円 

 
（６）その他手当（平成１８年度４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 
国の制度 

との異同 

国の制度と

異なる内容 

支給実績 

（平成 17 年

度決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成 17 年度決算） 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

子等 2 人目まで 6,000 円 

その他  5,000 円 

同 ― 

千円 

５，２１９ 

円 

２２６，９３２ 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000

円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

異 

抑制条例に

より、居住

地支給制限

を制度化 

千円 

 

１，７９７ 

円 

 

２２４，６２５ 

通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 
異 

抑制条例に

より、通勤

距離上限を

制度化 

千円 

 

１，８７４ 

円 

 

 ６９，４００ 

管理職手当 
参事・課長補佐 5％ 

課長 7％ 
異 支給割合 

千円 

２，７８７ 

円 

１８５，７６５ 

 
 
 
 
 
 
 



５ 特別職の報酬等の状況（平成１８年４月１日現在） 

区    分 給  料  月  額  等 

（参考）類似団体における最高／最低額 

給

料 

 

村   長 

 

助   役 

 

５５０，０００円 

 

４８５，０００円 

840,000 円／444,000 円 

 

750,000 円／416,500 円 

報

酬 

議   長 

 

副 議 長 

 

議   員 

１９０，０００円 

 

１６０，０００円 

 

１５０，０００円 

395,000 円／140,000 円 

 

310,000 円／105,600 円 

 

290,000 円／ 89,600 円 

村   長 

助   役 

平成１８年度支給割合 

 

             ２．０月分 期

末

手

当 
議   長 

副 議 長 

議   員 

平成１８年度支給割合 

２．０月分 

退

職

手

当 

 

村   長 

 

助   役 

（算定方式）            （１期の手当額）   （支給時期） 

退職日給料月額×５２０／１００×４年   11,440,000 円     任期毎 

 

退職日給料月額×３３０／１００×４年    6,402,000 円     任期毎 

（注）１ 給料及び報酬の（ ）内は、減額措置を行う前の金額である。 

   ２ 退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８

月）勤めた場合における退職手当の見込額である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



６ 職員数の状況 

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由              （各年４月１日現在） 

職  員  数       区 分 

部 門 平成 17 年度 平成 18 年度 

対 前 年 

増 減 数 
主 な 増 減 理 由 

議  会 

総  務 

税  務 

民  生 

農林水産 

土  木 

１ 

１２ 

１ 

６ 

６ 

５ 

１ 

１０ 

１ 

５ 

５ 

５ 

 ０ 

▲２ 

 ０ 

▲１ 

▲１ 

 ０ 

 

人員配置見直しによる減 

 

保育所事業見直しによる減 

事業縮小による減 

一

般

行

政

部

門 

計 ３１ ２７ ▲４ 

〈参考〉 

人口 1,000 人当たり職員数 16.61 人 

（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数 16.51人） 

教育部門 ２ １ ▲１ 人員配置見直しによる減 

普 

通 

会 

計 

部 

門 

小  計 ３３ ２８ ▲５ 

〈参考〉 

人口 1,000 人当たり職員数 17.22 人 

（類似団体の人口 1,000 人当たり職員数 20.22 人） 

介 護 

国 保 

１ 

３ 

１ 

３ 

 ０ 

 ０ 
 

公
営
企
業
等 

 
 

 

 

会
計
部
門 

小  計 ４ ４  ０  

合    計 

 

３７ 

[  ４３] 

 

３２ 

［  ４３］ 

 

▲５ 

［   ０］ 

〈参考〉 

人口 1,000 人当たり職員数 19.68 人  

 

（注）１ 職員数は一般職に属する職員数である。 

   ２ ［  ］内は、条例定数の合計である。 

 
（２）年齢別職員構成の状況（平成１８年４月１日現在） 

区 分 

20 歳 

 

未満 

20 歳 

～ 

23 歳 

24 歳 

～ 

27 歳 

28 歳 

～ 

31 歳 

32 歳 

～ 

35 歳 

36 歳 

～ 

39 歳 

40 歳 

～ 

43 歳 

44 歳 

～ 

47 歳 

48 歳 

～ 

51 歳 

52 歳 

～ 

55 歳 

56 歳 

～ 

59 歳 

60 歳 

 

以上 

 

計 

 

職員数 

人 

０  

人 

０  

人 

２  

人 

８  

人 

７  

人 

２  

人 

３  

人 

０  

人 

７  

人 

２  

人 

１  

人 

０  

人 

３２ 

 
 
 
 
 
 



（３）定員管理の数値目標及び進捗状況 
 ①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年４月１日 
職員数 

平成 22 年４月１日 
職員数 

純減数 純減率 

人 
３７ 

人 
３４ 

人 
      ３ 

％ 
８．１ 

 
（参考）野迫川村集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 
数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 △３名・△８．１％ 

  
②定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

（各年４月１日現在） 

       区  分 

部  門 

１６年 

計画前年 

１７年 

１年目 

１８年 

２年目 
計 

（参考） 

数 値 目 標 

減 員  ７ ４ １１ 

増 員  ０ ０ ０ 

 

差 引  ▲７ ▲４ ▲11（110.0％） ▲１０ 
一般行政 

職員数 ３８ ３１ ２７  ２８ 

減 員  １ １ ２ 

増 員  ０ ０ ０ 

 

差 引  ▲１ ▲１ ▲2（200.0％） ▲１ 
特別行政 

職員数 ３ ２ １  ２ 

減 員  ０ ０    ０ 

増 員  ０ ０    ０ 

 

差 引  ０ ０ ０（100.0％） ０ 

公営企業等

会   計 

職員数 ４ ４ ４  ４ 

減 員  ８ ５ １３ 

増 員  ０ ０ ０ 

 

差 引  ▲８ ▲５ ▲13（118.2％） ▲１１ 
計 

職員数 ４５ ３７ ３２  ３４ 

（注）１ 計画期間は、平成１７年～平成２１年の５年間である。 

   ２ （  ％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。 

   ３ 増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画１年目以降現年 

    までの職員増減数の累計を示す。 

 

 



７ 公営企業職員の状況 

（１）国民健康保険 直診勘定事業 
 ①職員給与費の状況 
 ア 決算 

区 分 
総費用 
   Ａ 

実質収支 
職員給与費 
    Ｂ 

総費用に占める

職員給与費比率 
    Ｂ／Ａ 

（参考） 

１６年度の総費用に

占める職員給与比率 

１７年度 

千円 

 
66,223 

千円 

 
6,676 

千円 

 
12,138 

％ 

 
１８．３ 

％ 

 
２１．０ 

 

給   与   費 
 区 分 

職員数 

  Ａ 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計  Ｂ 

一人当たり 

給与費  

Ｂ／Ａ 

（参考）類似団体平均 

一人当たり給与費 

１７年度 
人 

３  

千円 

8,177  

千円 

1,372  

千円 

2,589  

千円 

12,138  

千円 

4,046  

 

 
千円 

7,325  

 （注）１ 職員手当には退職給与金を含まない。 

    ２ 職員数は、平成１７年３月３１日現在の人数である。 

 

ィ 特記事項 
   平成１７年度中抑制措置の状況 
    ①給料 給料月額１１％抑制 
    ②手当 通勤手当距離制限、住居手当支給地域指定、勤勉手当支給額０．１抑制 

 
 ②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成１８年４月１日） 

  
 
  
 
 
 

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

区   分 平均年齢 基本給 平均月収額 

直診事業  ３０．７ 歳  229,385 円  337,155 円 

団体平均  ４３．５ 歳 348,548 円 606,448 円 

事業者 －  歳    －  円 －  円 



 ③職員の手当の状況 
 ア 期末手当・勤勉手当 

直  診  事  業 一 般 行 政 職 団 体 平 均 

１人当たり平均支給額（１７年度） 

８６３ 千円 

１人当たり平均支給額（１７年度） 

      １，０６８ 千円  

１人当たり平均支給額 

   １，７８３ 千円 

（１７年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

 ３．００月分  １．２５月分 

（１．６月分）  （０．７月分） 

（17 年度支給割合） 
期末手当   勤勉手当 

３．００月分  １．２５月分 

（１．６月分） ０．７月分） 

－ 

（加算措置の状況） な  し （加算措置の状況） な  し － 

 （注）（ ）内は再任用職員に係る支給割合である。 

 
 イ 退職手当（平成１８年４月１日現在） 

直 診 会 計 一般行政職 
（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.5 月分  27.3 月分 

勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 

勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給  制度なし  ） 

１人当たり平均支給額 

            ０  千円  

（支給率）  自己都合  勧奨・定年 

勤続 20 年  23.5 月分  27.3 月分 

勤続 25 年  33.5 月分  41.34 月分 

勤続 35 年  47.5 月分  59.28 月分 

最高限度額  59.28 月分  59.28 月分 

その他の加算措置 

（退職時特別昇給  制度なし  ） 

１人当たり平均支給額 

         ９，７６７  千円  

（注）退職手当の一人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額である。 

 
ウ 地域手当 
（平成１８年４月１日現在） 

支給実績（平成１７年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算）  ０ 円 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ０ ％ 

 
（２２年度の制度完成時） 

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率） 

無 ０ ％ ０ 人 ３～１２％ 

（注）国の制度では、平成２２年度での完成を目指して、平成１８年度から支給率を段階的に引き上げる 

  こととしている。 

 
 
 



エ 特殊勤務手当（平成１８年４月１日現在） 

区    分 全  職  種 

支給実績（平成１７年度決算） ０ 千円 

支給職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） ０ 千円 

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成１７年度） ０  ％ 

手当の種類（手当数） １    

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価 

伝染病防疫作業手当 伝染病防疫作業従事職員 伝染病防疫作業 従事１日つき 500 円 

 
オ 時間外勤務手当 

支給実績（平成１６年度決算） ６９５千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１６年度決算） ２４１千円 

支給実績（平成１７年度決算） ３６７千円 

職員１人当たり平均支給年額（平成１７年度決算） １２２千円 

（注）時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。 

 
 カ その他手当（平成１８年４月１日現在） 

手 当 名 内容及び支給単価 

一般行政

職の制度

との異同 

一般行政職

の制度と異

なる内容 

支給実績 

（平成 17 年

度決算） 

支給職員１人当たり 

平 均 支 給 年 額 

（平成 17 年度決算） 

扶養手当 

配偶者 13,000 円 

子等 2 人目まで 6,000 円 

その他  5,000 円 

同 ― 

千円 

８１  

円 

８１，０００ 

住居手当 

月額 12,000 円以上の家賃

を支払う者に対し、27,000

円を上限とし、家賃額に応

じ支給 

同   － 

千円 

 

５０４  

円 

 

２５２，０００ 

通勤手当 

通勤距離に応じ 2,000 円～

8,900 円の間で支給 同   － 

千円 

７０  

 

円 

 

６９，６７０ 

管理職手当 
参事・課長補佐 5％ 

課長 7％ 
同 － 

千円 

 ０  

円 

     ０ 

 
④定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年４月１日 
職員数 

平成 22 年４月１日 
職員数 

純減数 純減率 

人 
３ 

人 
３ 

人 
０ 

％ 
０ 

 



 （参考）野迫川村集中改革プランにおける定員管理の数値目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 

数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 ± ０ 

  
 イ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 
  →６（３）③の参考を参照 

 
（２）介護事業 

 
  介護事業における給与費は一般行政職員兼務となるため計上していない。 
  職員数は介護事業従事職員として１名計上する。 

 
①定員適正化計画の数値目標及び進捗状況 

 ア 平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標 

平成 17 年４月１日 
職員数 

平成 22 年４月１日 
職員数 

純減数 純減率 

人 
１ 

人 
１ 

人 
０ 

％ 
０ 

 
イ 定員適正化目標（数・率） 

計 画 期 間 

始   期 終   期 

数 値 目 標 

平成１７年 ４月 １日 平成２２年 ３月３１日 ± ０ 

 
ウ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要 

   →６（３）③の参考を参照 
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